
 

 

はじめに 

 

世界中が、現在、新型コロナウイルス感染症への対応に追われています。高等教育界にお

いても、オンライン授業・会議などが実施されましたが、学生・教職員共に戸惑っているの

が現状でしょう。わが国でも、デジタル化、オンライン化については、以前から議論が進め

られていましたが、人工知能（AI）などのデジタル技術の活用に課題があることが指摘され

ています。 

最近の高等教育における大きな潮流は、「学修者本位の教育」であり、「個々人の可能性を

最大限に伸長する教育」への転換が声高に叫ばれています。学修者本位の教育の観点から、

一人ひとりの学生が自らの学びの成果（学修成果）として身につけたコンピテンシー（知識

やスキルだけではなく、自律性、責任感、倫理観などを含めた能力）を自覚し、活用できる

ことが求められています。学生が、その学修成果を自ら説明し、社会の理解を得ることも肝

要です。 

高等教育機関に対する期待は、「リカレント教育」です。日本では、少子高齢化が急速に

進み、人生 100時代を迎え、18 歳人口が減少している現状のもとで、わが国全体の生産性

をあげるためにリカレント教育は喫緊の課題です。 

 

以上のような認識を基盤として、当機構は、令和２年度文部省委託事業「職業実践専門課

程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進」として、次の三つの事業を提案し、採択され

ました。 

A FD・SD 事業「体系的な教職員研修プログラムの実用化に向けた改善・普及・展開」 

専修学校の教職員が、多様な学生を対象とした生産性の高い学修を推進するために必

要な知識・スキルを研修するためのプログラムを構築し、オンライン双方向授業を実施

しました。 

B コンピテンシー事業「学校評価の充実等を目的とした資格枠組の共有化・職業分野別展

開とその有効性の検証」 

学修成果の可視化および国際間、教育セクター間における人材・教育材の流動性を高め

る目的で作成した資格枠組について、複数の職業分野において共有化を図るとともに、

有効性を検証しました。 

C ポートレート事業「職業実践専門課程版ポートレートの構築」 

説明責任を果たし、情報公開を促進するために、学修に必要な情報を効率的に入手する

ことが可能となり、職業教育の国際通用性にも配慮したデータベースシステムの構築

に取り組みました。 

 

本書は、以上のうち、令和２年度における A（FD・SD 事業）の主な成果として、カリキ



 

 

ュラム、シラバス、教材および調査を中心にまとめたものです。本事業は、専修学校教職員

の「履修証明プログラム」修了を可能とする FD・SD プログラムとして実施しました。本

プログラムが専修学校における専門職高等教育の質保証・向上に役立ち、さらに日本の生産

性向上に貢献できることを願っております。 

なお、本プログラムの開発・実施にあたっては、星槎大学大学院教育実践研究科のご協力

をいただきました。また、多くの専修学校や専門職大学院の実施協力をいただきました。こ

の場を借りて厚くお礼申し上げます。 

 

令和３年３月 

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 

FD・SD 事業 実施委員会 

委員長 川口 昭彦 
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1 本事業の概要 

 本事業では、3 年計画で、専門学校の教職員を対象とした FD（Faculty Development）と

SD（Staff Development）における履修証明書の発行も可能な体系的研修プログラムの構築

方法をパッケージ化し、実用化を進める。 

 初年度は、枠組(パッケージ)の構築と実際の履修証明プログラムを実施し、2 年目は、枠

組の改善と他の高等教育機関（専門学校）による教職員研修プログラムの企画・実践へと枠

組の展開を試み、3 年目は、さらなる改善と分野固有の研修プログラムの開発へと枠組の応

用を試みる。3年間の取組を通じて、専門学校の教職員を対象とした研修プログラムの多様

な実用化を実現する計画である。 

 

 

図 1 本事業の全体計画 

 

この取組の先駆けとして、初年度（令和 2 年度）では以下のプロセスで事業を実施した。 

① 履修証明プログラム実態等の調査 

 既存の履修証明書発行プログラムの実態等、実用的な要件定義のために有効な実例を収

集する。 

② 実用化のための枠組構築 

 制度、広報、運営、学修基盤、カリキュラム等の各方面から要件定義を行い、「専門学校

教職員研修履修証明プログラム」のパッケージを構築する。 

③ モデル講座の開発・実施 

 構築したパッケージに基づき、専門学校教職員の総合的な資質能力向上を目的とした履

修証明プログラム「専門職教育支援士」講座を開発・実施する。 

④ 展開方向性の検討 
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 ①～④のプロセスを総括し、パッケージ機能の有効性、パッケージの展開の方向性等につ

いて検証し、本報告書をとりまとめた。その詳細について以下の章で述べる。 

 

2 本事業の実施内容 

2.1 本事業の背景 

 現在、高等教育機関では学校種を問わず「マネジメント」、「内部質保証」の重要さがクロ

ーズアップされ、これらに対応する教職員の資質能力向上、すなわち、FD（Faculty 

Development）と SD（Staff Development）に対するニーズがより増している。 

もともと、教育基本法では、 

「…教員については、その使命と職責の重要性にかんがみ、その身分は尊重され、待遇の適

正が期せられるとともに、養成と研修の充実が図られなければならない。」（教育基本法第 9

条 2 項、2006年改正） 

として、FDの必要性がうたわれている。 

 加えて、大学の場合、大学設置基準の 2017 年における改正により、 

「大学は、当該大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、その職員に必要

な知識及び技能を習得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研修の機会を設

けることその他必要な取組を行うものとする。」 

という一文が加わり（第 42 条 3 項）、学校の職員についても SD の必要性がうたわれるよ

うになってきた。 

 以上のことは専門学校においても同様である。 

専修学校職業実践専門課程の場合、「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認

定に関する規程（平成 25 年文部科学大臣告示第 133 号）」において、その認定要件として、 

「専攻分野に関する企業、団体等との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育

課程の編成を行っていること」（第 2条 2 項）、「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野

における実務に関する研修を組織的に行っていること」（第 2条 5 項） 

が挙げられている。 

現在、1,000を超える専門学校が職業実践専門課程の認定校となり、同数以上の専門学校

が高等教育の修学支援新制度の機関認定要件をクリアーしている。 

この現状において、当該専門学校では、継続的な内部質保証活動を推進し、「職業実践専

門課程のフォローアップ制度に応える」、「高等教育の修学支援新制度が求める入学者要件

管理を進める」などの対応が求められている。 

また、専門職高等教育機関として学修成果をあげ続けると共に、これらの対応を継続する

ためには、教職員の適切かつ日常的な取組が求められている。 

従って、教職員の資質能力の維持・向上には不断の努力が必要であり、それを効率的に進
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めるには、標準的な FD・SD プログラムの枠組とその実用化のスキームが不可欠である。 

 

 

2.2 本事業の目的と方法 

 本事業は、以上のような背景認識のもと、履修証明書制度などを活用して専門学校教職員

のモチベーションアップを図り、適切なカリキュラムによって効率的かつ効果的に資質能

力を向上させる仕組みの構築を目的とした。 

 この目的を達成するために、本事業では、専門学校教職員向けの総合的かつ体系的な研修

プログラムを実用化する枠組（パッケージ）を構築し、モデル実証的な観点から、その枠組

に合った履修証明プログラムを開発・実践する。 

実用化の枠組については、主として、制度面、広報面、運営管理面、学修基盤面、カリキ

ュラム面から検討を進めて文書化し、その内容を公開して普及を図る。 

 以上のプロセスは、令和元年度事業において当機構が実施した FD・SD プログラム実証

講座の成果を基礎とし、専門学校および専門学校関連団体、企業と連携しながら推進する。 

 本事業は 3 年計画で進め、1年目（図 2の太枠内）では上記枠組の構築と総合的かつ体系

的な履修証明プログラムをモデル講座として実施する。以降、2年目および 3 年目では枠組

の改善・精緻化を進めるとともに、2 年目には他の高等教育機関（専門学校）による教職員

研修プログラムの企画・実践に横展開し、3 年目には分野固有の研修プログラムの開発に応

用する縦展開を図る。 

 

 

図 2 本事業の全体計画と令和 2 年度の計画 
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表 1 本事業のスケジュール 

＜令和２年度＞  

 ・履修証明プログラム調査 

 ・パッケージ化（初期） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）開発（大学主導） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）実施 

 ・パッケージの検証 

＜令和３年度＞ 

 ・前年度モデル講座の詳細分析 

 ・パッケージ化（改善） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）開発（専門学校主導） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）実施 

 ・パッケージの検証 

＜令和４年度＞ 

 ・特定分野を対象としたパッケージ開発のために必要な調査 

 ・パッケージ化（職業分野別研修） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）開発（特定分野） 

 ・履修証明プログラム（モデル講座）実施 

 ・パッケージの検証 

 

 

2.3 本事業の特長 

 本事業の特長として、次の点を挙げることができる。 

●専門学校教員養成の実績を持つ高等教育機関が連携するものであること 

●多岐に渡る分野の専門学校の協力を得ることにより実効性の高いプログラム開発を期待

できること 

●質保証機関が受託することで、専門学校教員に求められる質リテラシーを身につけた 

成果を期待できること 

●職業教育マネジメント力育成の視点が加えられていること 

 

なお、当機構からは、本事業を含めて次の三つの事業を提案している。 

A FD・SD（授業改善・業務改善）をテーマとして、 

 体系的な教職員研修プログラムの実用化に向けた改善・普及・展開（本事業） 

B 学修成果をテーマとして、 
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 学校評価の充実等を目的とした資格枠組の共有化・職業分野別展開とその有用性の検証 

C 情報公開をテーマとして 

 職業実践専門課程版ポートレートの構築（ポートレート事業） 

 この三つの提案事業は、職業実践専門課程の質保証・向上に直接・間接に貢献しようとす

る意味において共通性があることはもとより、A～C の各事業は互いの成果を相乗的に高め

合う位置づけにあるといえる。 

 

図 3 本事業を含めた三つの事業の連携 

 

さらに、委託事業を進めるにあたっては、共通の協力校を設定した試行・実験講座等を行

うことや、委員会や成果報告会の合同開催によって、質保証・向上活動の相乗的推進や旅費

の節減などを期待できる。  
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3 初年度（令和 2 年度）の本事業の取組 

3.1 本事業の流れと令和 2 年度の取組 

図 2 の令和 2 年度の部分を中心に事業の全体の流れをさらに詳しく描くと、図 4 のよう

になる。 

本事業における取組は、すでに 2.２で述べたように、大きく次の４つの段階、すなわち、

①調査、②枠組構築（パッケージ化）、③モデル事業化、④検証と展開（令和 3 年度、令和

4 年度）に分けて構想し実施した。 

令和２年度事業（図 4 太枠内）は、３年計画の初年度として、事業の骨格となる「プログ

ラム開発パッケージ」の構築とそれに基づく「モデル講座」の実施に重きを置いた。また、

それら骨格事業の前後に位置する調査や検証についても、２年目以降の事業につながるよ

うに取り組んだ。 

 

 

 

図 4 本事業の流れと令和 2 年度の取り組み 

 

「プログラム開発パッケージ」の構築においては、図 4 に示した、制度、広報、運営、

学修基盤、カリキュラム等の各方面から要件定義を行い、「専門学校教職員研修履修証明プ

ログラム」のパッケージを構築する。 

枠組構築のポイント（定義すべき要件項目）は次のとおりである。 
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・制度面 

履修証明プログラムとしての要件、高等教育機関としての実績その他についての要件 

・広報面 

受講者募集方法、成果の公開・共有の内容・方法、制度の普及・促進策その他 

・運営面 

学費設定、講師選定、履修管理、成績管理その他 

・学修基盤面 

オンライン学修基盤要件（オンデマンド、ライブ授業）、ユーザ研修の内容・方法その他 

・カリキュラム面 

科目体系・授業内容、シラバス・コマシラバスの内容・形式、教材の内容・形式、 

 演習問題の内容・形式その他 
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3.2 履修証明プログラム等の実態調査 

 本事業のスキームにより開発する FD・SD プログラムは、受講者のモチベーションアッ

プにつなげる意味で、履修証明プログラムであることを前提としている。 

 そこで、現在、各高等教育機関において実施されている履修証明プログラムの各種情報を

収集するところから始めた。 

その情報の収集結果をベースとして、制度、広報、運営、学修基盤、カリキュラムなどの

面から、履修証明プログラムに必要なパッケージ要素の要件を分析することにした。 

 調査の第１段階は Web 検索にて情報の収集を図るが、その方法で収集しきれない重要な

情報があると推察される場合は、履修証明プログラムを実施している高等教育機関向けの

アンケートまたはヒアリングを実施した。 

 具体的には、「職業実践力育成プログラム（BP）」を情報収集の対象とした。BP（Brush 

up、磨きをかけること）は、社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会の拡大を目的とし

て，大学・大学院・短期大学・高等専門学校等が行っている、社会人や企業等のニーズに応

じた実践的・専門的なプログラムであり、文部科学大臣が認定している。 

この平成 27 年から令和元年度までの BP リストを利用して、領域・分野の分類、定員、

期間、時間数、授業料等を調査して 186件の事例を収集した（巻末資料「資料 1 履修証明

プログラム調査の結果（抜粋）」参照）。 

分野・領域ごとの講座数をまとめたものが図 5 である。 

 

 

図 5 分野・領域ごとの講座数 
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このグラフから、医学、薬学、医療、看護・コメディカル等が目立つことが明らかにな

った。特に、看護・コメディカルが最も多いが、これは看護協会で看護師の認定制度があ

ることに関係していると考えられる。 

 

 次に、定員、授業時間数、企画、授業料について調べた。その結果、以下のことが明ら

かになった(図 6 参照)。 

⚫ 定員の平均は 22.4 名で、20 名程度が標準であるがバリエーションが大きい 

⚫ 授業時数の平均は 227.1時間（1 単位＝15 時間と仮定）で、120 時間（規制緩和以前

の旧ルール）以上も多いが、60 時間（規制緩和以降の新ルール）も一定程度存在し

ている 

⚫ 期間の平均は 11.5 か月で、1 年、2 年を設定している講座も多い 

⚫ 授業料の平均は 212,000 円で、補助や助成があって 0 円のものも 7 件ある 

 

定員 

 

授業時数 

 

期間 

 

授業料 

 

 

図 6 各種グラフ 

 

1 時間あたりの授業料は、平均 1.129 円、すなわち、1 時間あたりの授業料は、1,000 円

強である。そこで、授業時数と授業料の相関を調べた。 
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その結果、散布図の外側に出ている講座も 5つあるものの、相関係数 0.54 でゆるい相関

がみられ、図 7 のように、200 時間以内で 30 万円以下が大半を占めていることが明らか

になった。 

 

 

図 7  授業時数と授業料の相関 

 

 

3.3 枠組み構築（パッケージ化）のための考察 

 以上の結果を参考に、「専門学校教職員研修履修証明プログラム」の枠組構築（パッケー

ジ化）を行うことにした。 

プログラムの目的を限定し、履修証明制度を活用することを前提とするパッケージ化に

より、教育プログラムの水準の高度化、手続きの簡素化が期待できる。 

 まず、一つのモデルとして、すでに述べた「職業実践力育成プログラム（BP）制度」が、

パッケージ化されている点を参考にした。 

「職業実践力育成プログラム（BP）制度」では、次のひな形が 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/bp/1360305.htm 

に公開されており、それに従った企画・申請により、比較的容易に認定を受けられる。 

200 時間以内・30 万円以下で

大半を占めている 

散布図の外側に出ている講座は次の 5 つ 

１．事業構想大学院大学事業構想プロジェクト講座 120h,120 万円 

２．北海道医療大学認定看護師研修センター感染管理分野 620h,85 万円 

３．同大学同センター   認知症管理分野 615h,85 万円 

４．ものつくり大学特別課程木造建築科専門家コース 1,852h,62 万円 

５．日本女子大学リカレント教育課程 990h,30 万円 
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図 8 職業実践力育成プログラム（BP）制度の書類のひな型 

 

 文部科学大臣の認定が必要であるため、「申請」や各種の「届出」様式が定められている

が、本事業で想定しているパッケージでは、申請や届出といったものを必要としない。 

 その結果、図 8 の（申請書）、（様式 1）から（様式 3）までのひな型を参考にした。 

図９は、（様式 1）「職業実践力育成プログラム」（BP）への申請について、図 10 は、

（様式 2）授業科目の概要についてのひな型である。 

（申請書）職業実践力育成プログラム（BP）への申請について 

「職業実践力育成プログラム」（BP）認定制度申請書類リスト 

（様式 1）「職業実践力育成プログラム」（BP）への申請について 

（様式 2）授業科目の概要について 

（様式 3）企業等との連携について 

（様式 4）関連する職業分野の企業・機関等への周知について 

（様式 5）「女性活躍」等に該当するプログラムについて 

（様式 6）近年政府方針において示す課題に対応したプログラムについて 

（様式 7）「職業実践力育成プログラム」（BP）として認定されたプログラムの変更について 

（様式 8）「職業実践力育成プログラム」（BP）として認定されたプログラムの廃止について 

（様式 9）「職業実践力育成プログラム」（BP）の実施状況について（定期確認） 

（様式 10）職業実践力育成プログラム（BP）の実績について 

（様式 11）企業等との連携について 

（様式 12）関連する職業分野の企業・機関等への周知について 

（様式 13）職業実践力育成プログラム（BP）の実績について 
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図 9 （様式 1）「職業実践力育成プログラム」（BP）への申請について 

（様式１）

①学校名： ②所在地：

③課程名：
④正規課程／履修
証明プログラム： ⑤開設年月日：

⑥責任者： ⑦定員： ⑧期間：

⑨申請する課程
の目的・概要：

⑩４テーマへの該
当の有無

⑪履修資格：

⑫対象とする職
業の種類：

⑬身に付けること
のできる能力：

⑭教育課程：

⑮修了要件（修了
授業時数等）：

⑯修了時に付与さ
れる学位・資格等：

⑰総授業時数：
⑱要件該当授
業時数：

該当
要件

⑳成績評価の方法：

㉑自己点検・評価
の方法：

㉒修了者の状況に
係る効果検証の方
法：

㉓企業等の意見
を取り入れる仕組
み：

㉔社会人が受講
しやすい工夫：

㉕ホームページ：

⑲要件該当授業時数

　　／総授業時数：
％

（身に付けられる知識、技術、技能） （得られる能力）

（教育課程の編成）

（自己点検・評価）

職業実践力育成プログラム（ＢＰ）への申請について

平成○年○月○日

（ＵＲＬ）
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図 10（様式 2）授業科目の概要について 

 

さらに、もう一つのパッケージモデルとして、「キャリア形成促進プログラム認定制

度」（以下「CP」と略称する）を参考にした。 

このプログラムは、職業に必要な実践的かつ専門的な能力を育成することを目的とし

て、職業に係る実務に関する知識、技術及び技能について体系的な教育を行うものを文部

科学大臣が認定して奨励することにより、社会人の職業に必要な能力の向上によるキャリ

ア形成を図る機会の拡大に資することを目指したものである。 

（様式２）

学校名： 単位

課程名： ％

分類 科目名 配当年次 単位数 企業等 双方向 実務家 実地 担当教員・実務家名 教員・実務家の所属

合計： 科目 単位

＊申請する課程で受講可能な全ての科目について記入してください。

＊「企業等」、「双方向」、「実務家」、「実地」の欄に○を付けた科目については、要件に該当することを明記したシラバスを添
付してください。

授業科目の概要について

要件該当授業時数：

要件該当授業時数／総授業時数：
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図 11 キャリア形成促進プログラム認定制度 
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図 12 キャリア形成促進プログラム認定制度 別紙様式 1-1 
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以上のことから、本事業においても、様式をしっかりと決めることが重要であることが

認識された。 

 

 

3.4 教職員研修プログラム実用化のための枠組構築 

BP と CP の二つのパッケージモデルを参考に、記入すべき項目を分類し、項目分類ごと

に一つの様式を作成した。 

 

 
図 13 パッケージ化 様式の例① 



17 

 

 
図 14 パッケージ化 様式の例② 
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図 15 パッケージ化 様式の例③その 1 
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図 16 パッケージ化 様式の例③その 2 



20 

 

 

図 17 パッケージ化 様式の例④ 

 

 
図 18 パッケージ化 様式の例⑤ 
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図 19 パッケージ化 様式の例⑥ 

 

 
図 20 パッケージ化 様式の例⑦ 
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3.5 「専門職教育支援士」履修証明プログラムの構築 

本モデル授業は、専門学校教職員向けの総合的かつ体系的な履修証明プログラムとし、教

育実践領域を専門とする大学・大学院等が企画・実施の役割を担うものとした。 

3.4で述べた枠組に従ったモデル講座を、星槎大学大学院教育実践研究科のご協力により、

図 21 のように、令和元年度事業の実証講座を改編・企画し、シラバス・コマシラバス・教

材・演習問題等の授業要素を開発して、オンライン学修基盤を使った履修証明プログラムを

構築した。 

その概要は次のとおりである。 

 

⚫ 募集開始は、10 月から 

⚫ 受講者は、令和元年度実証講座受講者を優先し、受講実績は引継ぎ（同じオンデマ

ンド授業の場合） 

⚫ 定員は 20名 

⚫ 授業料は無料 

⚫ 授業は、すべてオンライン授業とし、自由な時間に学べるオンデマンド授業と、決

まった日時に行い、講師と直接会話ができるリアルタイム授業との組合せで実施 

⚫ 授業期間は、11月 21 日から２月 28 日の 100 日間 

⚫ オンデマンド学修は知識習得が主であり、開講時から 2 か月程度を目安 

⚫ リアルタイム学修は 1 月 12 日から 2 月 16 日の火曜日、木曜日の夜間に設定し、

講師による演習解説やまとめ、受講者との質疑応答や討論を実施 

⚫ 授業ごとの演習は任意 

⚫ 成績評価は、1 科目につき原則 1 課題（レポート）で決定 

⚫ 全科目単位修得により、履修証明書を発行 

 

 

 

図 21 「専門職教育支援士」履修証明プログラム  
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3.6 モデル講座の企画・実施 

令和 2 年度のカリキュラムは、令和元年度の前事業において星槎大学大学院教育実践研

究科のご協力により作成した表 2 のカリキュラムを基に、表 3 の「令和 2 年度のカリキュ

ラム（当初予定）」のように作成した。 

 

表 2 令和元年度の実証講座カリキュラム 

 

 

  



24 

 

表 3 令和 2 年度の実証講座カリキュラム（当初予定） 

 

 

 

3.7 新規授業の開発 

さらに、表 4 のように、授業追加や授業内容の見直し、再構築などを行った。 

➢ A3「学修成果の評価」の内容を A5 に移動 

➢ A3「リカレント教育－生産性向上に貢献する－」を追加 

➢ A4「専門職教育質保証の基礎と実践」を追加 

➢ A5「学修成果・教育成果の可視化」を追加 

➢ D4「質保証の実務」の内容を拡張し、「専門職教育質保証の実務」に再構築 

➢ C1「カリキュラムデザイン」は、科目担当者の交代により新たに構築 

➢ 「オリエンテーション（本履修証明プログラムの説明等）」を追加 
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表 4 新規授業を加えた「専門職教育支援士」履修証明プログラム 

 

 

この表 4 の「専門職教育支援士」履修証明プログラムをもとに、A2「専門職教育におけ

る三つのポリシー」に、「演習解説」のコマを増やし、また、全ての科目において、Zoom

によるオンラインスクーリングを実施することにし、さらに、総授業時間数を、約 60時

間になるように調整した。 

コマ割りをし、オリエンテーション、オンラインスクーリングを入れて完成し実施した

カリキュラムが表 5「令和 2 年度の実証講座カリキュラム」である。 
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表 5 令和 2 年度の実証講座カリキュラム 

A 基本科目 

 

 

B 学習者支援科目 
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C 授業運営科目 

 

 



28 

 

D 学校運営科目 

 

 

E 研修企画科目 
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3.8 検証と展開 

 実施結果について、受講者および講師に対するアンケートやヒアリング、専門学校の経営

者に対するヒアリング等を企画・実施し、モデル講座が専門学校教職員の資質能力向上に役

立つものであったかどうか検証し、更なる改善の礎となる課題抽出を行う。 

 抽出された課題は、②枠組構築(パッケージ化)の段階にフィードバックし、構築した枠組

について問題はなかったか、あったとしたら改善箇所と改善案などを議論し、1 年目の事業

成果をとりまとめる。 

 なお、本報告書作成時点では「専門職教育支援士」履修証明プログラムは実施中であるた

め、これらの結果については本報告書ではなく、当機構のホームページ1上で報告する。 

このとりまとめのプロセスでは、図 22（太枠内）の 2 年目(令和 3 年度)の横展開、3 年目

(令和 4 年度)の縦展開を意識し、2 年目以降の成果につながる内容に言及する予定である。 

 

 

図 22 本事業の流れ 

 

  

 

1 https://qaphe.com 
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3.9 本事業の成果物 

本事業では 3 年間で次の成果物を完成する。 

 

 

図 23 本事業の成果物 

 

報告書類 

ア 調査報告書 

履修証明プログラムの実態等についてまとめ、同様のプログラム開発を企画する高

等教育機関にとって参考となる内容とする。 

イ 専門学校教職員研修プログラム開発パッケージ解説書 

専門学校教職員研修プログラムの枠組として構築したものを「パッケージ」と称し、

その内容について解説したものであり、教職員研修を企画する者にとって参考とな

る内容とする。 

ウ 検証報告書 

モデル講座の概要を説明した上で、受講者や講師に対して実施したアンケートやヒ

アリングの内容を紹介し、プログラム開発パッケージやモデル講座の合目的性を検

証する内容とする。 

エ 事業成果報告書 

本事業の趣旨や目的に沿って、ア、イ、ウの内容を順に配置し、全体として本事業

の成果を俯瞰することを可能な内容とする。本報告書は Web 公開だけでなく、印刷

物としても広く配布する。 

オ モデル講座 

本事業で実施するモデル講座はすべてオンライン学修サイトとするので、本事業の

成果物としてはモデル講座そのものが成果物となり、その構成要素としては、シラ

バス・コマシラバス・教材・講義映像・演習問題等である。  
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3.10 本事業の令和 2 年度における特長 

本事業における工夫・特長として大きく二つが挙げられる。 

 

A 履修証明プログラムに着目したこと 

 わが国においては、大学、専門学校とも、正規課程が中心で、学外の者を対象として、

履修証明書は出すものの、学位の授与を行わない履修証明プログラムを重視する例は

少ない。 

 専門学校教職員研修は、半日研修や 1 日研修が主体で、せいぜい、2 日研修であり、

履修証明書を発行する履修時間要件である 60 時間には遠く及ばない。そのような研修

の効果を否定するものではないが、総合的・体系的な資質能力向上を図るには少なくと

も 60 時間の学修は必要である。 

 研修の内容面だけでなく、学校教育法 105 条にかない、履修証明書を受け取ること

ができるプログラムは、受講者のモチベーションを高め、そのことが普及を促し、効果

を高めると考えられる。 

 以上のような考えに基づき、本事業が開発する研修プログラムでは、履修証明書の発

行に相応しい内容とすることにこだわるべきと考えた。 

 

B オンライン学修による提供を前提としたこと 

 専門学校の教職員数は、教員だけでも 37,000 余名（平成 30 年度文部科学統計要覧

より、平成 29 年度の値）にも上る。職員も含めて万の単位に上る者に対して、個別の

リアル受講型研修（通学型）を積み重ねて資質能力向上を図るには限界がある。 

 この限界を克服し、研修の生産性を高めるには、インターネットを活用したオンデマ

ンド配信、ライブ配信を組み合わせた研修プログラムの枠組が有効である。今般、新型

コロナウイルス対策の一環として「テレワーク」がキーワードとなっているように、イ

ンターネットの活用は危機管理手段としても有効である。 

 本事業で構築するパッケージでは、研修プログラムの要件としてオンライン学修基

盤の整備をあげている。具体的には、Moodle のような学習管理システム（LMS、

Learning Management System）を使ったオンデマンド型授業、Zoom のようなビデオ

会議システムを使ったライブ型授業の組み合わせを検討し、星槎大学大学院教育実践

研究科のご協力により、令和 2 年度履修証明プログラムを構築し実施した。 

 

 「専門職教育支援士（教育実践部門）履修証明プログラムのご案内」は、一般社団法人 専

門職高等教育質保証機構のホームページから、「受講案内」、「シラバス」、「受講の手引き」、

「受講一覧」は、Moodle 上からダウンロードできるようにした。 

また、オリエンテーション映像を視聴できるようにした。  
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4 履修証明プログラムの構築 

4.1 ご案内と受講申込み方法 

 履修証明プログラムのご案内と受講申込みについては、以下のように行った。 

 昨年度までの「FD・SDプログラム」受講者へメールでのご案内 

 当機構ホームページに掲載 

 当機構ホームページに申込みフォームの設置 

 その際、掲示した案内書、および申込書は以下である。 

 

図 24 専門職教育支援士履修証明プログラムのご案内 
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図 25 専門職教育支援士履修証明プログラムの受講申込書 

 

 

4.2 受講案内 

 専門職教育支援士履修証明プログラムの Moodle サイトからダウンロードできる受講案

内は、巻末資料の資料 2-1 に示す。 
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4.3 シラバス 

 専門職教育支援士履修証明プログラムの Moodle サイトからダウンロードできるシラバ

スは、巻末資料の資料 2-2 に示す。 

 

 

4.4 受講の手引き 

 専門職教育支援士履修証明プログラムの Moodle サイトからダウンロードできる受講の

手引きは、巻末資料の資料 2-3 に示す。 

 

 

4.5 修得レポート課題 

 以下は、各科目の修得レポート課題である。修得レポート課題は提出を必須とし、各科目

の成績評価はこのレポートをもって行う。 

 この他に、各科目のコマごとに内容を整理・理解するための演習問題があるが、令和 2 年

度は受講生の負担を考慮し、提出は任意とした。 

 

表 6 修得レポート課題 

ID 講座名 担当講師 修得レポート（Re式修得試験）課題 

A1 プロフェッショナル
ディベロップメント 大野精一 

スペシャリスト specialist と比較してプロフェッ
ショナル professional とはどのようなことかお考
えをまとめて下さい 

三輪建二 

プロフェッショナルディベロップメント②の授
業を踏まえた上で、専門学校教員として、自分自
身のプロフェッショナルディベロップメントの
現状と課題をどうとらえたのか、まとめましょ
う。 

A2 専門職教育における
三つのポリシー 

川口昭彦 日本の高等教育において、三ポリシーの必要性が
強調されている社会的背景（要因）を考察してく
ださい。 

A3 リカレント教育 －
生産性向上に貢献す
る－ 

川口昭彦 教育機関および社会全体の両方の立場から、リカ
レント教育が求められる要因を分析してくださ
い。 

A4 専門職教育質保証の
基礎と実践 

川口昭彦 最近「学修者本位の教育」が強調されていますが、
学修者本位の高等教育の質保証における論点に
ついて考察してください。 

A5 学修成果・教育成果の
可視化 

川口・野田 貴校の学科・専攻・コース等を事例（複数可）と
して取り上げ、以下の設問について具体的に記述
してください。 
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①当該学科・専攻・コース等が目標とする学修成
果として、どのような内容が明示されています
か。明示されていない場合、どのような学修成果
（案）を提案しますか？ 
②当該学科・専攻・コース等が目標とする学修成
果（あるいは、ご自身が設定した学修成果（案））
の達成を確認するためには、どのようなアセスメ
ント（評価）方法を活用したらよいでしょうか。 
③貴校において学修成果・教育成果の可視化を進
めるためのメリットや課題は何でしょうか。 

B1 カウンセリング能力 大野精一 相談に来ている目の前の人（生徒や保護者の方々
等）をわかるとはどのようなことか。ご自身が経
験された事例に中心に具体的に記してください。 

B2 
  

キャリアの形成と発
展 
  

大野精一 キャリア career とは何か。ご自身のことを例に
して具体的に記してください 

三輪建二 キャリアの形成と発展③④（三輪担当）の授業を
ふまえて、教師としての自分の資質・能力を振り
返り、自分の教育実践（授業、生徒指導など）の
省察を通して、教育観や探究心を育むことについ
て考えてみよう。 

B3 発達障害 岩澤一美 発達障害の学生を指導する上で留意すべきこと
を 1,200 字程度で述べなさい。 

C1 カリキュラムデザイ
ン 

仲 久徳 ご自身の授業等を振り返り、講座の内容を踏まえ
て、改善に取り組みたいポイントを 2 点掲げて、
ポイント毎に、①課題、②参考としたい講座の内
容、③講座の内容を踏まえた改善策、について論
じてください。 

C2 ファシリテーション 三田地 
 真実 

①これまでご自身がなさったアクティブ・ラーニ
ング型授業でうまくいかなかった事例のプロセ
スを具体的に記述してください（どのような場面
がうまくいかないと感じたのか読み手がわかる
ように記述してください） 
②上記の①を踏まえて講義動画で学んだ内容を
活用して、アクティブ・ラーニング型授業をどの
ようにデザインすればよいかを具体的に記述し
てください。（実際に実践された場合はそれを含
めてください） 

C3 学習指導能力 三輪建二 全１０回にわたる「学習指導能力」の講義の中で、
特に印象に残ったテーマ、あるいは今後のご自身
の能力開発や研修に取り入れたいテーマを、第
10 回で回答したテーマ以外に１つだけ取り上
げ、自分の考えをまとめましょう。 

C4 学級運営 大隅心平  これからの教育課題である「主体的･対話的で
深い学び」をめざすためには、その基盤となる「学
びに向かう集団」の形成が大切です。「学びに向
かう集団」形成の課題と方策について、学びの場
における相互関係の観点から、自校の現状をふま
えて具体的に述べてください（１２００字程度）。 
 なお、相互関係の形成については、学びの場の
3 つの側面や教育組織における「個業」と「協働」
など、学級運営の講習内容を前提として考察して
ください。 
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C5 IT 活用教育実践 斎藤俊則 (1) 学校が「知識を生み出すこと」を今まで以上
に重んずる場となるために教員にはどのような
チャレンジが求められるか．(2) (1)のチャレンジ
を支える IT 活用のあり方として特に重要である
と考えられるものはなにか．(1)と(2)をあわせて
1000 文字程度で回答せよ． 

D1 教育課程編成委員会・
学校関係者評価の運
用 

川口昭彦 貴校における教育課程編成委員会および学校関
係者評価の実施・活用状況を説明し、それらが有
効に活用された事例を記述してください。（専修
学校に所属されていない方）教育課程編成委員会
および学校関係者評価を有効に活用するための
視点を考察してください。 

D2 説明責任と情報公開 川口昭彦 説明責任や情報公開が、高等教育機関に求められ
ている社会的背景（要因）を分析してください。 

D3 専門学校経営におけ
るガバナンスとマネ
ジメント 

川口昭彦 貴校における教学マネジメント・ガバナンスに関
して、現状を分析した上で、教育のさらなる質向
上のための提案をしてください。 

D4 専門職教育質保証の
実務 

川口昭彦 専門職（職業）教育の質向上のために対応すべき
活動を考察してください。（専門職教育一般では
なく、皆さんの関係する分野についての議論で結
構です。） 

D5 授業改善の実務 川口昭彦 貴校における最近の授業改善の事例（複数可）を
取り上げ、それが求められた理由と、その成果を
分析してください。 

E1 研修方法論 三田地 
 真実 

①ご自身の授業・研修場面を録画して、特に見直
したいと思った箇所を 15 分程度（長いのは可）
抽出し、「コミュニケーションの意図分析フォー
ム」を使って書き起こしをしてください。 
②上記①を踏まえて、自分の授業スタイルにおい
て今後改善した方が良いと思われる点を挙げ、講
義動画を踏まえて具体的な改善方法について簡
潔に述べてください。 
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5 履修証明プログラムの実施と評価 

 

本報告書の作成時点では、「専門職教育支援士」履修証明プログラムはまだ実施中である。

全科目の授業の実施と評価については、プログラム終了後、速やかにとりまとめ、履修証明

プログラム実施報告書として当機構ホームページにアップする。 

 

https://qaphe.com/ 
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資料 1 履修証明プログラム調査の結果（抜粋） 
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資料 2 

資料 2-1 専門職教育支援士履修証明プログラム 受講案内 
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資料 2-2 専門職教育支援士履修証明プログラム シラバス 
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資料 2-3 専門職教育支援士履修証明プログラム 受講の手引き 
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資料 3 令和 2 年度の新規科目 

紙面の関係で、ここには今年度、新規に追加した科目、および、リニューアル（新規）し

た科目の授業資料のみ掲載する。 

A2 専門職教育における三つのポリシーの「演習解説」 

A3 リカレント教育ー生産性向上に貢献するー 

A4 専門職質保証の基礎と実践 

A5 学習成果・教育成果の可視化 

C1 カリキュラムデザイン 

D4 専門職教育質保証の実際 

（なお、D4 は、令和元年度の科目「質保証の実務」と重複するところが多いので、ここで

は省略する。） 

全科目の授業資料は、履修証明プログラム実施報告書として当機構ホームページにアッ

プする。 

https://qaphe.com/ 

 

A 基本科目 

A2 専門職教育における三つのポリシー（江島夏実講師） 

 本科目は、「3 演習」のみ新規である。 
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A3 リカレント教育―生産性向上に貢献する―（川口昭彦講師） 
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A4 専門職教育質保証の基礎と実践（川口昭彦講師） 
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A5 学修成果・教育成果の可視化（川口昭彦講師） 
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A5 学修成果・教育成果の可視化（野田文香講師） 
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B 学修者支援科目 

 新規科目はない。 

 

 

 

 

C 授業運営科目 

C1 カリキュラムデザイン（仲久徳講師） 
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D 学校運営科目 

D4 専門職教育質保証の実務（江島夏実講師） 

 

 令和元年度の科目「質保証の実務」と重複するところが多いので、ここでは省略する。 

 

 

 

 

E 研修企画科目 

 新規科目はない。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度文部科学省 

職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進 

（２）教職員の資質能力向上の推進 ② 教職員研修プログラムの構築 

 

体系的な教職員研修プログラムの実用化に向けた改善・普及・展開 

事業成果報告書 
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